
厚生労働省（関係府省における予算編成過程での検討を求める提案）

25 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 認可保育所の耐
震化にかかる補助
制度の設立

宗教法人が運営する認可保
育所の耐震化にかかる補助
制度の設立

認可保育所の認可を受け，運営しているにもかかわらず，社会福祉
法人以外の者は，耐震改修費の補助対象外とされており，入所者の
安全を確保するための施設の耐震化を阻む一因となっている。本町
においても，新耐震基準の要件となる昭和56年以前から認可保育
所を運営している宗教法人において耐震化が必要であるが，耐震化
が進んでいない。民間保育所において耐震化の助成制度がない宗
教法人等は，全額自己負担で耐震化を行う必要がある。

宗教法人が運営する保育所の耐震化による利用者の安心・安全の
確保

保育所等整備交付
金交付要綱

厚生労働省 海田町

その他
(特記事項)区分

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例

管
理
番
号

団体名

提案区分

制度の所管・関係府省庁
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等）
根拠法令等

分野

87 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 　地域医療介護総
合確保基金の地
域の事情に応じた
柔軟な活用につい
て

　地域医療介護総合確保基
金　管理運営要領に規定され
る対象事業メニューの限定列
挙の廃止

　当該基金が目的とする医療提供体制の見直しや地域包括ケアシ
ステムの構築を実現するためには、地域自らが、それぞれの地域の
実情を踏まえた柔軟な発想による取組を進めることが重要である
が、現在、基金の対象となる事業については、国が示す事業メ
ニューに記載されたものに限られている。
　このため、例えば、現行の規定では介護専門人材育成事業におい
て地域にニーズのある専門人材が対象外となっているといった支障
が生じている。
　このような支障を解消するため、国が示す事業メニューはあくまで
例示とし、制度の趣旨に沿った内容であれば柔軟に事業対象として
認めることを提案する。

　対象となる事業メニューの限定列挙はあくまで例示とし、管理運営
要領に規定される基金事業の対象となる5項目に合致する事業であ
れば認定するように変更することにより、各地域の個々のニーズに対
応した柔軟な事業構築が可能となる。

　地域における医
療及び介護の総合
的な確保の促進に
関する法律第4条
「都道府県計画」

厚生労働省 宮崎県



団体名 支障事例
京都市、
東温市、
八女市

○本市においても宗教法人が運営する認可保育所があるが、いずれも老朽化が進んでおり、熊本県の地震の状
況に鑑み早急に改正していただきたい。
○公立認可保育所においても財政的な支援制度がなく、市の負担が大きくなっている。また、耐震改修費のみな
らず、老朽化に伴う大規模改修工事においても財政的な支援が受けられるよう措置していただきたい。
○宗教法人立等の保育所については，円滑な耐震化の取組に支障が生じており，保育所等に通う子どもの安全
と，保護者の安心を十分に確保できていない。
○現時点で、耐震基準を満たしていない施設は、社会福祉法人が運営する施設のみであるが、将来的にＮＰＯ
法人等が運営する施設において、耐震化等の大規模修繕が必要となるケースが考えられる。

認可保育所等の整備については、保育所等整備交付金において財政支援をしているところである。
　「平成28年度保育所等整備交付金の交付について」（平成28年12月21日厚生労働省発雇児1221第1号厚生労
働事務次官通知）により、本交付金の対象となる設置主体について、待機児童解消加速化プランに参加実績の
ある市町村又は財政力指数が1.0未満の市町村及び財政力指数が1.0以上であって、平成28年４月１日現在の待
機児童数が10人以上、かつ平成28年度の保育拡大量が90人以上の市町村においては、平成29年度末までの
間、特例的に「市町村が認めた者」についても加えることとし、自治体あて通知している。

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
回答欄（各府省）

○現在、基金の対象となる事業については、国が示す事業メニューに記載されたものに限られており、地域自ら
が、それぞれの地域の実情を踏まえた柔軟な発想による取組を進めるに当たり支障が生じているため、国が示
す事業メニューはあくまで例示とし、制度の趣旨に沿った内容であれば柔軟に事業対象として認めることが必要
である。
○介護の現場において医療との連携は必要不可欠であるが、そのためのＩＣＴ導入支援については、介護分のメ
ニューとしては対象外となっており、事業化できない。
○本市の事業である介護人材確保に関する懇談会の設置について、国のメニュー表において実施主体が「都道
府県」となっていることから、地域医療介護総合確保基金の対象とならず、事業の執行に支障をきたしている。
○特に、介護分野については、介護人材確保に特化した事業であるうえ、その事業メニューまで固定されてしまう
ことで、地域の実情に応じた柔軟な対応に支障が生じることも考えられるため、制度の趣旨に沿い地域包括ケア
システム構築に資する内容であれば、事業対象として認めるべきである。
○当該基金による事業は、県が直接実施する事業の他、関係団体、事業者等からの事業提案を元に構築するこ
ととしているが、国が示すメニューに縛られると事業提案者自らの自由な発想や創意工夫で実施しようとする事
業の幅が狭まってしまうため、比較的取り組みやすい事業に事業実施要望が集中してしまい、結果的に基金事
業の効果が薄まる可能性があることから、地域のニーズに応じた事業を構築できるよう当該基金で実施するメ
ニューは柔軟に認めることを要望する。
○例えば、基金の対象となる認知症に関連した事業は、厚生労働省から示されたメニューにあるものに限られて
おり、県独自の事業や認知症をテーマにした介護関係の事業者団体の取組が実施できないという支障がある。
○本県は、独自のオーナー整備型補助制度により、介護サービス基盤の整備を進めているが、本制度は基金の
対象となっていない。基金については、自治体が独自に実施する事業を対象とすることや、各区分間の経費配分
の変更を認めることなど、弾力的な活用を可能とするよう、地域の実情に応じた柔軟な事業運営ができるように、
制度を見直すべきと考える。
○管理運営要領では、事業は「地域の実情」に応じて実施するものとされているにも関わらず、対象事業は限定
列挙となっており、都道府県が地域の実情に応じて創意工夫により行う事業展開を妨げている。例えば、サ高住
の特定施設入居者生活介護の指定促進、定期巡回・随時対応サービスの充実、老健施設における在宅復帰支
援機能強化、法定ではないが介護支援専門員の資質向上のための専門研修の実施などが、対象とならず、他の
財源を捻出して実施、又は実施をあきらめざるを得なかった。
○2025年に向け、在宅療養者が増加し、医療ニーズがより高まることが確実である。医療・介護連携を具現化し、
在宅介護の限界点を引き上げるサービスである「看護小規模多機能型居宅介護」の整備を一層促進する必要が
あり、新規開設事業所の整備に加え、既存の「小規模多機能型居宅介護」から「看護小規模多機能型居宅介護」
への転換の促進を図りたい。　転換整備に対しても補助金の対象とすることで転換促進を図りたいが、現行では
転換にかかる補助金の交付が行えないため、転換が進められない状況である。そのため、地域の現状や市町村
における地域密着型サービスの整備状況に応じて、都道府県及び市の裁量により弾力的に基金を活用できるよ
う見直しが必要である。
○各都道府県の実施する事業は，法律上（総合確保法）は５つの事業区分であるが，各区分間の弾力的な運用
ができないこと，国が示した事業メニューの実施を求められるなど，都道府県計画作成の意義を損ない，創意工
夫が働かない。
○基金の対象となる事業については、国が示す事業メニューに記載されたものに限られているため、各地域の
個々のニーズに対応した柔軟な事業構築がしにくい。また補助対象や補助金額の上限が定められているメ
ニューもあり、事業者が利用しにくいものもある。例えば、介護ロボット導入支援事業について補助対象となるロ
ボットが限定的であり、また、補助金額の上限も10万円と決められており事業者からの申請がなかった。
○本県では、基金（医療分）の対象事業（病床機能分化･連携推進、在宅医療充実、医療従事者確保･養成）のほ
か、救急医療や災害医療の確保、高度医療への対応など、他の分野においても課題を抱えているが、基金制度
に制約が多く、本基金を地域の医療課題に対して十分に活用できていない。地域に必要な医療提供体制の構築
に向けて、対象事業の範囲拡大など地域の実情に応じて柔軟に活用できる基金制度への見直しが必要と考え
る。

平成28年度予算では、都道府県計画を踏まえて実施される「地域医療介護総合確保基金」において、介護人材
確保のため、「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境の改善」に資する事業のメニューを提示し、市町村の創意
工夫が図られる仕組みとしているところである。当該基金は、消費税収を活用して実施するものであり、ある程度
の使途の明確化は必要であると考えているが、平成29年度予算（案）においては、自治体のニーズ等を踏まえ、
新たに２事業（介護事業所におけるインターンシップ等の導入促進、介護サービス事業者等の職員に対する育児
支援事業（ベビーシッター派遣等））を追加する予定であり、今後も自治体のご要望や取組み状況等を踏まえ、よ
り効果的なメニューとなるよう対応していきたい。

福島県、
いわき
市、茨城
県、栃木
市、千葉
県、東京
都、神奈
川県、横
浜市、山
梨県、静
岡県、名
古屋市、
兵庫県、
奈良県、
鳥取県、
広島県



厚生労働省（関係府省における予算編成過程での検討を求める提案）

その他
(特記事項)区分

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例

管
理
番
号

団体名

提案区分

制度の所管・関係府省庁
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等）
根拠法令等

分野

162 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 地域医療介護総
合確保基金【介
護】の要件緩和

地域医療介護総合確保基金
【介護】の要件緩和

・介護分について、介護ロボット導入支援事業など、地域ごとの事業
の活用実績やニーズを踏まえ、より効果的な事業実施を図るため、
地域の実情に応じて、都道府県の裁量により、これ以外の事業につ
いても弾力的に基金を活用することが可能となるよう見直しが必要
である。

・年度当初から、必要な事業を全て実施できるようになり、貴重な財
源を有効に活用することができる。
・地域の実情に応じた多彩なニーズへの柔軟な対応を可能とすること
により、個別性の高い、効果的な地域包括ケアシステムの構築、運用
が期待できる。

地域医療介護総合
確保促進法

厚生労働省 京都府、
滋賀県、
大阪府、
兵庫県、
和歌山
県、鳥取
県、徳島
県、京都
市、関西
広域連合

160 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

環境・衛生 水道施設耐震化
のための｢生活基
盤施設耐震化等
交付金」に係る補
助対象の拡大

水道施設耐震化のための｢生
活基盤施設耐震化等交付
金」について、水道施設の耐
震診断及び自家発電設備の
設置を補助対象に追加

京都府内の水道施設（基幹管路・配水池）の耐震化率は、全国平均
を下回っている状況であるが、重要なライフラインである上下水道施
設について、下水道施設（所管：国交省）では補助対象となっている
水道施設の耐震診断及び自家用発電設備の設置が、上水道施設
（所管：厚労省）では補助対象となっていない。
防災・減災対策の推進は急務であるが、水道事業体においては、個
別水道施設に対する耐震化対策の要否の把握が進まず、その結
果、水道施設耐震化計画が策定されないことが、対策遅延の要因と
なっている。
また、自家発電設備の整備についても、自然災害時の電源確保の
重要性は認識されつつも、整備費用の捻出が障害となり、対策が進
んでいない。

下水道施設では補助対象となっているこれらの施設整備を補助対象
に追加することで、水道施設耐震化計画の策定、自家用発電設備の
整備を推進し、喫緊の課題である防災・減災対策強化を図ることがで
きる。

生活基盤施設耐震
化等交付金交付要
綱

厚生労働省 京都府、
滋賀県、
兵庫県、
和歌山
県、鳥取
県、徳島
県、京都
市、堺市

179 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 保育体制強化事
業の実施主体に関
する要件緩和

保育体制強化事業の実施主
体を、「待機児童解消加速化
プラン」に参加する市町村か
ら、保育人材が不足している
市町村に緩和すること。

【制度の現状】
保育支援者の活用による保育士の負担を軽減する「保育体制強化
事業」の実施主体は、「待機児童解消加速化プラン」に参加する市町
村に限定されている。
【支障事例】
本県のある市では、平成18年度以降待機児童ゼロとなっているが、
平成29年4月から市内6施設の認定こども園への移行・定員拡充を
予定しており、保育士需要が急増する。そのため、保育支援者の活
用が必要となっているが、待機児童ゼロであり、今後も発生する見
込みがないため、「待機児童解消加速化プラン」に参加できず、「保
育体制強化事業」の実施ができない状況にある。
また、山間部の市では、少子高齢化が進んでおり待機児童ゼロと
なっているが、保育士がなかなか確保できず、清掃や後片付けなど
の雑務まで行っている。そのため、保育の仕事に専念できるよう「保
育体制強化事業」を実施したいが、潜在的なニーズも含め保育ニー
ズの増大が見込まれないことから、「待機児童解消加速化プラン」へ
の参加という要件がネックとなっている。
なお、待機児童解消加速化プラン実施方針　４　『「加速化プラン事
業」の対象となる事業、実施方法』には、「保育体制強化事業」が掲
載されておらず、上記のあるように、待機児童がいない市町でも保
育士不足になっている現状を踏まえると、事業主体を「待機児童解
消加速化プラン」に参加する市町村に限定する必要はないと考えて
いる。

待機児童解消発生市町に限らず、保育環境改善のための施策として
一般的に利用可能とすることで、保育士の就業継続や離職防止、待
機児童の解消促進を図ることができる。

保育体制強化事業
の実施について
待機児童解消加速
プラン実施方針

厚生労働省 兵庫県、
滋賀県、
大阪府、
和歌山
県、鳥取
県、徳島
県、堺市、
関西広域
連合



団体名 支障事例

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
回答欄（各府省）

福島県、
栃木市、
千葉県、
神奈川
県、横浜
市、静岡
県、名古
屋市、奈
良県、広
島県

○介護分について、介護ロボット導入支援事業など、地域ごとの事業の活用実績やニーズを踏まえ、より効果的な事業実施を図るため、地域の
実情に応じて、都道府県の裁量により、これ以外の事業についても弾力的に基金を活用することが可能となるよう見直しが必要である。
○介護の現場において医療との連携は必要不可欠であるが、そのためのＩＣＴ導入支援については、介護分のメニューとしては対象外となってお
り、事業化できない。
○本市の事業である介護人材確保に関する懇談会の設置について、国のメニュー表において実施主体が「都道府県」となっていることから、地
域医療介護総合確保基金の対象とならず、事業の執行に支障をきたしている。
○当該基金による事業は、県が直接実施する事業の他、関係団体、事業者等からの事業提案を元に構築することとしているが、国が示すメ
ニューに縛られると事業提案者自らの自由な発想や創意工夫で実施しようとする事業の幅が狭まってしまい、比較的取り組みやすい事業に事
業実施要望が集中してしまうため、結果的に基金事業の効果が薄まる可能性があるため、地域のニーズに応じた事業を構築できるよう当該基
金で実施するメニューは柔軟に認めることを要望する。
○例えば、基金の対象となる認知症に関連した事業は、厚生労働省から示されたメニューにあるものに限られており、県独自の事業や認知症を
テーマにした介護関係の事業者団体の取組が実施できないという支障がある。
○事業の実績等を踏まえて基金の財源について、都道府県の裁量で地域の実情に応じた配分を行うことができれば、年度当初から効率的かつ
効果的な事業実施が可能となる。例えば、国の内示の時期によっては法人や施設の事業化が遅れ、実績が上がらない場合があり、また、法人
等の要望が多い場合でも、他の事業の実績残を活用することができず、有効な事業実施の支障となる場合がある。
○2025年に向け、在宅療養者が増加し、医療ニーズがより高まることが確実である。医療・介護連携を具現化し、在宅介護の限界点を引き上げ
るサービスである「看護小規模多機能型居宅介護」の整備を一層促進する必要があり、新規開設事業所の整備に加え、既存の「小規模多機能
型居宅介護」から「看護小規模多機能型居宅介護」への転換の促進を図りたい。
　転換整備に対しても補助金の対象とすることで転換促進を図りたいが、現行では転換にかかる補助金の交付が行えないため、転換が進めら
れない状況である。そのため、地域の現状や市町村における地域密着型サービスの整備状況に応じて、都道府県及び市の裁量により弾力的に
基金を活用できるよう見直しが必要である。
○各都道府県の実施する事業は，法律上（総合確保法）は５つの事業区分であるが，各区分間の弾力的な運用ができないこと，国が示した事業
メニューの実施を求められるなど，都道府県計画作成の意義を損ない，創意工夫が働かない。
○基金の対象となる事業については、国が示す事業メニューに記載されたものに限られているため、各地域の個々のニーズに対応した柔軟な
事業構築がしにくい。また補助対象や補助金額の上限が定められているメニューもあり、事業者が利用しにくいものもある。例えば、介護ロボッ
ト導入支援事業について補助対象となるロボットが限定的であり、また、補助金額の上限も10万円と決められており事業者からの申請がなかっ
た。

平成28年度予算では、都道府県計画を踏まえて実施される「地域医療介護総合確保基金」において、介護人材
確保のため、「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境の改善」に資する事業のメニューを提示し、市町村の創意
工夫が図られる仕組みとしているところである。当該基金は、消費税収を活用して実施するものであり、ある程度
の使途の明確化は必要であると考えているが、平成29年度予算（案）においては、自治体のニーズ等を踏まえ、
新たに２事業（介護事業所におけるインターンシップ等の導入促進、介護サービス事業者等の職員に対する育児
支援事業（ベビーシッター派遣等））を追加する予定であり、今後も自治体のご要望や取組み状況等を踏まえ、よ
り効果的なメニューとなるよう対応していきたい。

山形県、
茨城県、
八尾市、
山口県、
長崎県、
宮崎県、
延岡市

○本市では、耐震化計画を策定しており、施設の１次診断を行っている。その内、一部施設において２次診断を
行う必要が生じているが、補助対象とならず、事業費も高額であるため、２次診断を行っていない状況である。２
次診断は施設の耐震化・更新の判断基準となる大事な調査であるため、他の施設整備と同様に補助対象とする
必要があると考えている。
　また、浄水施設の整備については、クリプトスポリジウム対策で補助対象となっているが、同時期に整備を行
う、自家発電設備については、補助対象となっていないため、単独事業で整備をしている。当市の自家発電設備
の整備率については48.6％で、半分以上の施設に自家発電設備が整備されていない状況にあるため、補助対象
となることで整備を行い災害等における停電時の水道水の安定供給を図りたい。
○本市においても、既存施設について、現在想定される地震規模に合わせた耐震診断を随時行っている。耐震
性の有無の把握だけでなく、最小のコストで耐震基準を満たす方法が判明するため、耐震化に要する事業費を
効果的に執行できる。よって、耐震診断による効果は、非常に高いと感じている。
　また、自家用発電設備の設置による電源確保は、災害時における水の安定供給のために欠くことのできない重
要な設備である。しかし、費用面の問題もあり、双方とも対策が思うように進んでいない状況である。
○本県内の水道施設（浄水施設・配水池）の耐震化率は、全国平均を下回っている状況であり、重要なライフライ
ンである上水道施設の耐震化の推進は急務である。
　水道事業体においては、各水道施設の耐震診断を実施した上で・耐震化計画を策定し、効果的な水道施設の
耐震化に係る施設整備を実施することが必要であり、浄水施設・配水池の耐震化は、整備はもとより耐震診断に
ついても多額の経費を要することから、これらの基幹施設の耐震化が遅延している要因ともなっていると考えて
いる。
　このことから、水道施設の耐震診断について、国庫補助対象への追加を要望する。また、東日本大震災時の本
県における上水道への被害は、停電によるものが多数を占めていたことなどからも、自家発電設備についても、
国庫補助対象への追加を要望する。

水道施設整備は水道料金による整備が基本であり、財政支援は高料金化対策等として生活基盤施設耐震化等
交付金交付要綱（平成28年４月６日付厚生労働省発生食0406第５号）に定める条件を満たした場合に限り行わ
れるものです。
財政状況が厳しい中、限られた予算で耐震化された施設をできる限り広げていくという観点に立てば、耐震化診
断及び自家発電設備を新たに交付金の対象経費とすることは困難であると考えます。

秋田県、
長野県、
浜松市、
島根県

○本県において、「待機児童解消加速化プラン」に参加する市町村は２市のみであるが、保育需要の増加に伴
い、保育士確保は県全域において重要な課題となっている。実施主体を限定せずに、保育支援者を配置すること
ができれば、保育の質の向上や保育士の就業継続及び離職防止に相当な効果が期待できる。
○待機児童の発生していない中山間、離島地域などでも保育士不足は顕著であり、「保育体制強化事業」にある
ような保育以外の業務支援の人材を配置できれば、現状の保育士数でより質の高い保育を提供することができ
ると考える。

当該補助事業については、保育所入所待機児童解消のため、「待機児童解消加速化プラン」に参加している自
治体のみを対象にしている。
なお、当該プランは、平成29年度末までの取組であるため、平成29年度は当該プランに参加していない自治体に
ついては、対象にしていないが、今後、事業の取組状況等を勘案し、対象とする自治体を検討してまいりたい。
また、平成29年度から２％相当の引き上げを行うとともに、保育士として技能・経験を積んだ職員について、月額
４万円程度の追加的な処遇改善を行うことや、保育の人材確保策として、保育士の宿舎借り上げの支援事業の
拡充や離職者の再就職支援を行う「保育士・保育園支援センター」の体制強化などを来年度予算案に盛り込んで
おり、これらの対策に総合的に取り組み、必要な保育人材の確保を図ってまいりたい。
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258 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 児童クラブ室等の
整備に関する補助
条件の見直し

児童クラブ室等の施設整備に
対する補助事業において、施
設の新設等により安価で余裕
教室の活用ができるまでの
間、リース方式による整備を
対象に含めるよう補助条件を
見直すこと。

厚生労働省・文部科学省より示された「放課後子ども総合プラン」に
おいて、今後の放課後児童対策における計画的施設整備のため、
「学校施設を徹底活用した実施促進」が明記された。その具体的な
方策として、「余裕教室の徹底活用等に向けた検討」が示されてい
る。対象児童拡大及び入所希望児童数の増加に対応するための施
設整備・確保が喫緊の課題となっているが、35人学級の推進、耐震
工事の影響等で利用できる余裕教室が減っており、加えて限られた
財源の中で施設を新設整備することは困難な状況にある。
また、今後児童数が減少する見込みである小学校において、現状で
は余裕教室がなく、また、近隣に活用可能な公共施設がない場合、
児童数が減少するまでの間、一時的に施設が必要となる場合があ
る。
このように、余裕教室が活用できるまでの間、学校敷地内に一時的
なプレハブ建設が必要な場合、リース方式による施設整備が有効で
あるが、リース料負担に多額の経費を要することから容易には実施
できず、児童クラブ室等の整備・確保に支障を来している。

現在は補助対象とされていないことから新たなリース方式による児童
クラブ室等の設置は行っていないが、今後余裕教室等の活用が見込
める場合には、活用できるまでの間リース方式により児童クラブ室を
整備することにより、建設費用の削減及び学校施設等の有効活用が
可能となる。
また、安全で安心して児童を預けることができる環境を整備すること
は、働きながら子育てをする親にとっても大きな意味があるとともに、
国を挙げて取り組んでいる女性の活躍を推進することにもつながる。

・「子ども・子育て支
援整備交付金の交
付について」(平成
27年府子本第204
号)
・「「放課後児童健
全育成事業」の実
施について」(平成
27年雇児発0521第
8号)
・子ども・子育て支
援交付金交付要綱

内閣府、厚生労働
省

指定都市
市長会

261 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 児童福祉施設など
民間社会福祉施
設の耐震化の促
進（保育所等整備
交付金の対象拡
大）

宗教法人立等であっても，社
会福祉法人立等と同じく，子
ども・子育て支援の一翼を
担っていることに違いはない
ことから，宗教法人等が設置
する保育所等についても補助
対象に加えるよう，要件緩和
を求めるもの。

【現状】
保育所等整備交付金の対象は，保育所等にあっては社会福祉法
人，日本赤十字社，公益財団法人，公益社団法人及び学校法人，
保育所機能部分にあっては社会福祉法人及び学校法人に限られて
いるところ，実態としては，宗教法人や個人等が運営する保育所等
もあり，これらについては本補助の対象外となっているため，耐震化
に支障が生じている。
保育所等整備交付金の対象については，児童福祉法第５６条の２な
ど関連する法令と整合を図る必要があることは認識しているが，耐
震化は，新設等の新たに財産を取得する又は効用の増加する施設
整備とは異なり，施設の管理運営に近い性質を持っていること，ま
た，保育所等に通う子どものいのちを守るために緊急を要する重要
な取組であることから，耐震化に限って要件緩和を求めるものであ
る。
（構成市の具体例）
宗教法人立等の補助対象外の保育所等については，予算確保の観
点から円滑な耐震化の取組に支障が生じており，保育所等に通う子
どもの安全と，保護者の安心を十分に確保できていない。
平成２５年９月に民営保育園耐震化計画を策定したが、当時の民営
保育園２２９園中，１２４園について耐震化が必要であった（うち，２１
園が宗教法人立・個人立）。建替えに伴う社会福祉法人化などによ
り解消している園もあるが，これが困難なところは耐震化の取組が
できない状況が続いている。

保育所等に通う子どもの命を守る取組の推進 保育所等整備交付
金交付要綱

厚生労働省 指定都市
市長会

267 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 家庭的保育事業
等の連携施設に関
する規定の要件緩
和

待機児童の生じている自治
体において、家庭的保育事業
等の連携施設を確保しないこ
とができる経過措置（平成３２
年３月３１日まで）が適用され
る事業者に対して行っている
公定価格の減額を廃止、また
は経過措置の対象から卒園
児受入れ要件を除外する。

待機児童が生じている自治体では、５年間の経過措置や、その期間に適
用される公定価格の減額について、次のような支障がある。
①　都市部で整備されている乳児から入所できる１００名以下の認可保育
所では、新たに入所できる３歳児定員の枠が少なく、小規模保育事業等の
卒園児を受け入れることができない状態（いわゆる「３歳児の壁」の一つの
要因）が生じている。こうした自治体では、認可保育所等の整備が進まな
い中で、平成３２年３月末までに小規模保育事業者等の責任で連携施設を
設けることが困難である。
②　新規参入した事業者は、地域での繋がりが弱く、既存の保育所等を連
携施設として確保することが難しい。平成３２年度に経過措置が終了する
ことを念頭に、連携施設が確保できないことを理由として参入を諦める事
業者もいる状況がある。
③　自治体によっては、連携施設を確保しないことができる期間について、
公定価格の減額分を自治体が費用を持ち出し、事業者の負担を軽減して
参入しやすい環境を整えているところもあるが、経過措置が終わった平成
３２年４月以降に、卒園児受入れの項目のみが達成できないことを理由に
連携施設が非設定であるとして事業認可を取り消さざるを得ないのは、継
続的な保育の提供ができないだけでなく、保護者の理解も得ることができ
ない。
④　保護者が連携施設ではない保育所等への入所を希望する場合も多
く、その場合は区が利用調整を行っている状況である。保育状況が継続さ
れることが保障されていれば、卒園児受入れのための連携施設を設ける
必要性が乏しい。子ども・子育て支援新制度の一つの柱として地域型保育
事業（家庭的保育事業など）を開始したが、待機児童が多い自治体では、
連携施設の確保が反って事業者の参入を阻害する要因となっている。

待機児童が生じている都心部では、認可保育所（定員２０名以上）に
適した広い面積の不動産が確保しにくい状況であり、テナント物件な
どを活用した小規模保育所（定員１９名以下）が整備できることで、全
体の確保数を増やすことが可能となる。

家庭的保育事業等
の設備及び運営に
関する基準（平成２
６年厚生労働省令
第６１号）第６条第
３号、附則第３条

特定教育・保育、
特別利用保育、特
別利用教育、特定
地域型保育、特別
利用地域型保育、
特定利用地域型保
育及び特例保育に
要する費用の額の
算定に関する基準
等（平成２７年内閣
府告示第４９号）第
１条第３０号及び別
表第２

内閣府、厚生労働
省

特別区長
会



団体名 支障事例

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
回答欄（各府省）

柏市、長
野市、東
海市、門
真市、倉
敷市、宇
部市、大
分市

○本市では、対象児童拡大及び入所希望児童数の増加に対応するため、学校敷地内の余裕教室等を改修して
事業を実施しており、施設を新設整備することは困難な状況にある。また、現状では余裕教室がなく、近隣に活
用可能な公共施設がない場合、余裕教室が確保できるまでの間、一時的に施設が必要となる場合がある。その
ような場合、学校敷地内に一時的なプレハブ建設が必要な場合、リース方式による施設整備が有効であるが、
リース料負担に多額の経費を要することから容易には実施できず、児童クラブ室等の整備・確保に支障を来して
いる。
○本市においても、児童数は減少している中、児童クラブに入会を希望する児童は増加しているが、数年後には
減少していくことが予想される。学校教室については、児童が減少しているものの、35人学級の推進や、少人数
教室を活用した授業などにより、活用できる余裕教室がない状況である。今後、一時的に学校敷地内にプレハブ
をリースし、児童クラブを運営することができれば、効果的な待機児童対策が実施できることから、提案事項に共
同提案団体として参画するもの。
○本市でも小学校の余裕教室を一時利用という形で放課後児童クラブの運営を行っているが、近年、児童の増
加及び少人数教室の煽りを受け、余裕教室の減少に伴い放課後児童クラブの施設確保に苦慮している。そのた
め、今後リース方式の施設整備も視野に入れた形で児童クラブの運営方針を検討していく必要がある。
○余裕教室の活用以外に本市では、学校舎の建替えがある場合は児童クラブ室を合築、余裕教室がなく、学校
舎の建替え予定がない場合は、クラブ室を建て上げる方針で整備を進めている。その為、余裕教室がなく学校舎
の耐用年数残が概ね２０年以下であれば、リース方式によりクラブ室の整備を行っているところであるが、リース
方式による整備の場合補助対象とならない為、財政的な負担が大きくなっている。

〇施設の整備に当たっては、「子ども・子育て支援整備交付金」により補助を行っているが、放課後児童クラブの
占有施設を建設するための補助金であり、その性格上、建物の賃借料を補助対象とすることは困難である。

○また、「子ども・子育て支援交付金交付要綱」において、放課後児童クラブの運営費補助など各種事業を行って
いるが、放課後児童クラブ支援事業において、放課後児童クラブを学校敷地外の民家・アパート等を活用して新
たに実施する場合に必要となる賃借料について補助を行っている。本事業はクラブの運営を支援することが目的
であるため、財産取得の側面が強い所有権移転の条項が附されている賃貸借契約に係る費用を補助対象とす
ることは困難であると考えている。

浜松市、
東温市、
八女市、
大分市

○本市にも宗教法人の認可保育所があるが、いずれも老朽化しており、子どもの安全を守るためには、要件が
緩和されて整備しやすい環境となることが望ましい。
○公立認可保育所においても財政的な支援制度がなく、市の負担が大きくなっている。また、耐震改修費のみな
らず、老朽化に伴う大規模改修工事においても財政的な支援が受けられるよう措置していただきたい。
○現時点で、耐震基準を満たしていない施設は、社会福祉法人が運営する施設のみであるが、将来的にＮＰＯ
法人等が運営する施設において、耐震化等の大規模修繕が必要となるケースが考えられる。

認可保育所等の整備については、保育所等整備交付金において財政支援をしているところである。
　「平成28年度保育所等整備交付金の交付について」（平成28年12月21日厚生労働省発雇児1221第1号厚生労
働事務次官通知）により、本交付金の対象となる設置主体について、待機児童解消加速化プランに参加実績の
ある市町村又は財政力指数が1.0未満の市町村及び財政力指数が1.0以上であって、平成28年４月１日現在の待
機児童数が10人以上、かつ平成28年度の保育拡大量が90人以上の市町村においては、平成29年度末までの
間、特例的に「市町村が認めた者」についても加えることとし、自治体あて通知している。

文京区、
青梅市、
神奈川
県、横浜
市、尾張
旭市、京
都市、八
女市、大
分市

○本市においても小規模保育事業所の連携施設を設定できずにいる施設があり、その要因は連携施設となる施設の入所
状況が厳しく、優先的に小規模施設からの受入れをすることができないことである。５年間以内に改善される目途は立って
おらず、改正が望ましい。
○待機児童が発生している未満児の状況を解消するため、小規模保育事業所の整備を進めているが、3歳の壁が生じる恐
れが高い。当市では、小規模保育事業所卒園者に加点をすることで、どこかの園に入園できるよう調整していくが、連携施
設として1箇所を固定することが難しい。本市内の保育園は、公立・私立共に定員がほぼ埋まってしまう状況であり、小規模
保育事業者から調整を依頼された場合、市としても調整が難しい。
○待機児童が生じている本市においては、既に定員を超過している施設が多く、新たに小規模保育事業の卒園児（３歳児）
を受け入れる余裕がないため、小規模保育事業者等が連携施設を設けることが困難となっている。
○本県においても、家庭的保育事業等68施設（政令市・中核市を除く）あるうち、連携施設が設定されているのは26施設に
とどまっている状況である。小規模保育施設など家庭的保育事業等は年々増加している中、現状から推察すると、経過措
置期間中に全ての施設において連携設定がされるのは難しいと考えられる。
○認可保育所の３歳児の受入れ枠が少なく、家庭的保育、小規模保育からの卒園時の全員受入れが難しくなりつつある。
家庭的保育や小規模保育の定員増や新規開設もあり、連携施設の確保が困難となっている。連携施設に関する要件の緩
和を希望する。
○本市においても、保育所における３歳児の入所枠は、限られており、小規模保育事業者が３歳以降の受け入れ先の連携
施設を確保することは困難な状況である。また、代替保育の提供においても、児童の受け入れ又は職員の派遣をする余裕
が保育所になく、連携施設を確保することは困難な状況である。そのため、待機児童が生じている又は保育所において定
員外児童を多く受け入れている都市部においては、公定価格の減額を廃止、または経過措置の対象から卒園児受け入れ
要件及び代替保育の提供要件を除外する必要性がある。
○３歳児の保育所待機児童の発生している状況下で、３歳児以降の受け皿を設定、確約することは、事実上不可能な状況
である。また、平成３２年度以降の保育所待機児童の状況について見通しが立たない現況下において、３歳児以降の受け
皿の設定を前提とした小規模保育事業等、地域型保育事業の開設を進めていくことは厳しい状況である。認可保育所に適
した物件が少ない都心部において、規模の小さなテナント物件等を活用できる小規模保育所の設置は、待機児童解消に有
効であることから、左記の公定価格の減額廃止、または経過措置の対象から卒園児受入れ要件を除外することを要望す
る。

　連携施設の設定に要する経費については、既に公定価格の基本分単価に含まれているところであり、当該取
扱いは、連携施設を設定していないことに対する減額措置ではないことから、廃止することは不適当である。
家庭的保育事業等については、小規模かつ０～２歳児までの事業であることから、家庭的保育事業等を利用す
る保護者の安心及び事業の安定性の確保のために、連携施設が果たす機能の１つとして、卒園後の３～５歳児
の受け皿となることを求めているところであり、連携施設に卒園後の受け皿としての機能を果たしていただくこと
で、卒園後の入園先を確実に確保することが重要であると考える。
　経過措置期間中に連携施設を円滑に確保できるよう、今後、市町村による利用調整等の方法により、当該家庭
的保育事業所等の利用乳幼児に対する保育の提供が終了する時点までに確保することを前提として認可するこ
とが可能である旨を通知する等の対応を行う予定である。


